南島原市地域おこし協力隊募集支援業務委託　実施要領

１．目的
南島原市において農業振興に関する地域おこし協力隊(以下、協力隊)の募集をするにあたり、より条件に適した人材を確保するため、募集要項の作成、広報戦略やPR活動、選定・採用までの全般的な業務支援を実施する受託業者を公募型プロポーザル方式により選定するための必要な手続きについて定める。

２．業務概要
(１)業務名　南島原市地域おこし協力隊募集支援業務委託
(２)業務内容　別添「南島原市地域おこし協力隊募集支援業務委託　仕様書」のとおり
(３)履行期間　契約日から令和９年３月31日まで
(４)委託料上限額　3,300,000円（消費税及び地方消費税を含む）

３．選定方法
(１)受託事業者は、「南島原市地域おこし協力隊募集支援業務委託に関する公募型プロポーザル審査委員会」(以下、委員会)の評価に基づき決定する。
(２)選定は、企画提案書及びその他の提出書類に基づく書面審査並びに企画提案審査会（プレゼンテーション）により行う。
(３)審査の結果、評価点の合計が最も高い者を優先交渉権者とし、随意契約の交渉を行う。ただし、その者と合意に至らない場合は、次に評価点の合計が高い者から順に交渉を行う。
(４)評価点の合計が同点の場合は、審査項目の「提案内容」の合計が最も高い提案業者を選定することとし、それも同点の場合は見積金額が低い提案業者を選定することとする。それでもなお選定できない場合は、委員会の多数決により優先交渉権者を選定する。
(５)提案内容の水準を確保するため、総合点が６割に満たない場合は不合格とする。
(６)参加者が１者の場合であっても審査会を実施して審査を行い、選定の可否を決定する。

４．参加資格
次に掲げる全ての要件を満たす者とする。
(１)プロポーザル及びその後の契約の締結について、不正又は不誠実な行為をしないことを誓約できる者であること。
(２)地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないこと。
(３)会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225条）に基づく再生手続開始の申立てをしている者でないこと。
(４)手形交換所における取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営状況が著しく不健全であると認められる者でないこと。
(５)国税及び地方税の滞納がないこと。
(６)南島原市暴力団排除条例（平成24年南島原市条例第15号）に規定する暴力団関係者ではないこと。
(７)指名停止を受けていないこと。
(８)事業目的の達成及び事業の遂行に必要な組織及び人員体制を有していること。

５.日程
(１)公募開始　令和８年10月８日（木）
(２)質問書受付期限　令和８年10月15日（木）午後３時まで
(３)参加申込書及び資格確認書類提出期限　令和８年10月22日（木）午後３時まで
(４)企画提案書類等の提出期限　令和８年10月29日（木）午後３時まで
(５)企画提案審査会　令和８年11月５日（木）(予定)
(６)審査結果通知　令和８年11月中旬(予定)

６．問合先及び関係書類等の提出先
担当：南島原市農林水産部農林課農業戦略班
住所：〒859－2202　長崎県南島原市有家町山川58番地１
電話番号：0957－73－6661
ＦＡＸ：0957－82－0237
メールアドレス：nougyousenryaku@city.minamishimabara.lg.jp

７.質問の受付及び回答
本要領の内容について質問がある場合は、下記に従い質問書（様式１）を電子メールにて提出すること。また、電子メールのタイトルは「【事業者名】南島原市地域おこし協力隊募集支援業務委託に係る質問事項」とすること。
(１)受付期限　令和８年10月15日（木）午後３時まで
(２)回答方法　電子メールにて回答

８.参加申込書の提出
本業務に参加する意思のある者は、参加申込書（様式２）を提出すること。
(１)提出期限　令和８年10月22日（木）午後３時まで
(２)提出方法　郵送又は持参（郵送の場合は、提出期限までに必着とすること）

９．企画提案書の提出
(１)提出期限　令和８年10月29日（木）午後３時まで
(２)提出方法　郵送又は持参（郵送の場合は、提出期限までに必着とすること）
(３)提出書類
　ア　企画提案書
　　別紙「仕様書」の業務内容に沿った提案書を提出すること。
　イ　会社概要資料(経歴、財務状況等がわかる資料)
　ウ　見積書及び内訳書
　　見積書の宛名は「南島原市長　相川武利」とすること。
　　見積書には、会社名、代表者氏名、代表社印、住所、見積年月日、件名及び見積金額(消費税及び地方消費税の額がわかるように記載)を記入し、内訳を添付すること。
(４)提出書類の仕様
書類は基本的にＡ４で作成し、文字は１０ポイント以上とすること。図表等Ａ４で見えにくい場合は、Ａ３も可とする。ただし、その場合はＡ４になるように折り込むこと。
　(５)提出部数
　ア　企画提案書　８部
　イ　会社概要資料(経歴、財務状況等がわかる資料)　８部
　ウ　見積書　１部

１０. 企画提案審査会（プレゼンテーション）
(１) 実施日　令和８年11月５日（木）予定
※実施順は参加申込書(様式２)の受付順とし、会場や時間割等は別途通知する。
(２)プレゼンテーションの時間等
ア　企画提案書等に基づき、３０分以内（提案説明２０分、質疑応答１０分）とする。
イ　出席者は３名以内とし、本業務の主担当者は必ず出席すること。オンライン（Zoom）でのプレゼンテーション希望する者は参加申込書(様式２)にて申し出ること。
ウ　説明に要する当日の追加資料は可とする。
エ　説明のためのスクリーン及びプロジェクター、電源は南島原市が用意するが、パソコンや電源ケーブル等その他説明に必要なものがある場合は、提案者が用意すること。

１１.失格条項
下記のいずれかに該当する者は、失格とする。
(１)提案書等の必要書類を提出期限内に提出しない場合
(２)提案された見積書の金額が本要領2(4)の限度額を超えていた場合
(３)４の参加資格を満たしていないと判断される場合
(４)提出書類に虚偽の記載があった場合
(５)審査結果に影響を与えるよう、故意に工作した場合
(６)その他、適正な審査を妨害した場合

１２.契約に関する事項
(１)選定された提案者については、受託候補者として業務委託に関する必要な協議を行うものとし、契約書の作成にあたっての条件の協議が整い次第、業務委託契約を締結する。
(２)受託候補者の選定後、特別な事情により契約を締結しない場合は、その理由を記載した辞退届（様式３）を提出すること。なお、この場合、次順位者を受託候補者とする。
(３)契約金額については、優先交渉権者から見積書を徴取し、契約金額は予定価格の範囲内と確認したうえで決定する。
(４)契約金額の支払い方法受託者から提出される経費報告書を基に、委託者が業務の実施に要した経費等から払うべき額を確定する「精算払い」の方法をとる。

１３.その他
(１)提案書等の作成及び提出等プロポーザル参加に要する費用は、全て当該提案者の負担とする。
(２)提出書類は返却しない。
(３)公募型プロポーザル参加申込書、企画提案書及び見積書は、それぞれの提出期限後において、差し替え、訂正及び再提出することを認めない。ただし、当該提出期限後に、必要に応じて追加資料の提出を求める場合がある。
(４)企画提案書等の作成のために本市から受領した資料等は、本市の了解なく公表し、又は使用してはならない。
(５)本業務に係る情報公開請求があった場合は、南島原市情報公開条例に基づき提出書類を公開することがある。
(６)提出書類は、必要な範囲において複製を作成することがある。
(７)本プロポーザルは優先交渉権者の選定を目的に実施するものであり、契約内容においては必ずしも提案内容に沿うものではない。また、契約時までに仕様の変更もあり得る。
(８)本プロポーザルの参加を辞退した者について、これを理由として以後の入札等について不利益な取扱いは行わない。
(９)提出書類の内容に含まれる著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、維持管理手法等を用いた結果生じた事象に係る責任は、全て提案者が負うものとする。
(１０)本実施要領に定めるもののほか、必要な事項については担当部局が別に定める。

